
小樽市子ども・子育て支援事業計画における地域子ども・子育て支援事業の進捗状況【平成30年度】

事業費（円）
平成27年度

決算
平成28年度

決算
平成29年度

決算
平成30年度

予算
平成30年度

決算
平成31年度

予算

10,205 12,482 148,000 9,036 148,000

国庫支出金 0 0 49,000 0 49,000

道支出金 0 0 49,000 0 49,000

その他

10,205 12,482 50,000 9,036 50,000

単位
平成27年度

実績
平成28年度

実績
平成29年度

実績
平成30年度

実績
平成31年度

見込み

世帯 2 1 0 10

世帯 0 0 0 6

者 7 6 6 7

単位
平成27年度

実績
平成28年度

実績
平成29年度

実績
平成30年度

実績
平成31年度

見込み

世帯 2 1 0 10

世帯 0 0 0 6

者 7 6 6 7

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

10 10 10 10 10

★事業計画策定済み★ 100 100 100 100 100

実施体制：現行体制で
対応しつつ、事業化に
向けた検討を進める

実施体制：保健師など
実施機関：小樽市 同左 同左 同左

2 1 0

＜確保方策＞
事業計画搭載

B B Ｂ

B B B

◆平成30年度の事業評価（達成度の評価・成果・課題等）

◆平成31年度の目標（上記の事業評価を踏まえた、対処方法など）

①については、引き続き保健所との連携を図り、対象世帯の早期発見に努めていく。必要時にヘルパーを派遣できる体制を維持するため、訪問介護事業
所との委託契約を締結する。
②については、引き続きネットワーク会議を開催し、連携の強化を図る。

　５　養育支援訪問事業及び要保護児童対策地域協議会その他の者による要保護児童等に対する支援に資する事業

事業実施者による事業評価

小樽市子ども・子育て会議における事業評価

育児・家事援助世帯

育児・家事援助
契約業者数

【特記事項】

指標名

専門的相談支援世帯

活動指標（A)
（目的を達成するた
めに実施した事業
量を数値で表示）

専門的相談支援世帯

事業概要 ・養育支援が特に必要な家庭に対して、その居宅を訪問し、養育に関する指導・助言等を行うことにより、当該家庭の適切な養育の
実施を確保する事業
・子どもを守る地域ネットワーク機能強化事業（その他要保護児童等の支援に資する事業）
・要保護児童対策地域協議会（子どもを守る地域ネットワーク）の機能強化を図るため、調整機関職員やネットワーク構成員（関係機
関）の専門性強化と、ネットワーク機関間の連携強化を図る取組を実施する事業

育児・家事援助世帯

育児・家事援助
契約業者数

【特記事項】

年:実訪問人数
需要量（指標）

（A)(B)を考慮した需要量
（指標）の設定及び確保
方策、実績を数値で表示

需要量の見込み（人）

【事業評価】
　Ａ：事業目標を達成し、結果が得られた。今後この水準を維持する。　　　 　Ｂ：事業目標をある程度達成したが、今後の改善・検討を要する。
　Ｃ：事業目標を達成したとは言えず、現状について大きな課題がある。

①養育支援訪問事業
　利用検討を行った世帯はあったが、利用までには至らず、利用実績はなかった。次年度も引き続き保健所と連携し、対象世帯の把握に努めると共にヘ
ルパーを派遣できるよう体制を維持する必要がある。
②要保護児童対策地域協議会その他の者による要保護児童等に対する支援に資する事業
　平成17年から要保護児童等の早期発見、適切な保護及び適切な支援を図るため、小樽市要保護児童対策地域協議会が設置されている（事務局：こど
も福祉課）。平成30年度はネットワーク会議を延べ23回開催し、関係機関との連携を強化することができた。

一般財源

指標名

　子育てに対して不安や孤立感等を抱える家庭や、様々な原因で養育支援が必要となっている家庭に対して、子育て経験者等によ
る育児・家事の援助又は保健師等による具体的な養育に関する指導助言等を訪問により実施することにより、個々の家庭の抱える
養育上の諸問題の解決、軽減を図る。

実施内容
（具体的な実施方
法・手段）

　保健師の訪問指導、ヘルパー派遣による家事等の援助を実施する。

事業費

事業目的
（目指すべき目標）

特
定
財
源

実施率（％）

確保方策

実績

　子育て支援サービスを利用することが困難で、訪問による養育支援が必要な家庭に対し、適切な養育が行われるよう、保健師等が
訪問してきめ細かく指導、助言等を行います。
　中でも、児童虐待のリスクを抱える家庭については、要保護児童対策地域協議会のネットワークを活用し、未然防止に向けて早期
に関係機関と連携しながら支援の強化を図ります。

成果指標（B)
（目的の達成度を
測定できる指標を
設定し数値で表示）
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